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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．第78期中においては、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中

間純損失であるため記載しておりません。 

３．第78期中の連結及び提出会社の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準早期適用に伴う減損損失の

計上等によるものであります。 

  

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年 
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

(1）連結経営指標等   

売上高（百万円） 169,446 179,603 174,818 360,741 356,697

経常利益（百万円） 2,543 2,566 2,887 5,275 4,322

中間（当期）純利益又は中間純損
失（△）（百万円） 

1,302 1,058 △150 2,434 1,839

純資産額（百万円） 101,688 104,163 104,032 103,048 104,503

総資産額（百万円） 276,678 264,973 257,696 270,638 262,430

１株当たり純資産額（円） 1,202.93 1,222.87 1,212.94 1,218.33 1,223.11

１株当たり中間(当期)純利益又は
中間純損失（△）(円) 

15.39 12.46 △1.76 28.12 21.21

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

15.35 12.35 - 28.05 21.06

自己資本比率（％） 36.8 39.3 40.4 38.1 39.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

11,330 1,970 6,417 12,832 4,653

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

△9,042 △4,768 △1,688 △5,312 △5,570

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

98 △1,729 △5,610 △5,840 △3,595

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 

12,317 7,084 6,216 11,611 7,098

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］（人） 

3,958 
［9,126］

3,898
［9,651］

3,834
［9,620］

3,852 
［8,787］

3,759
［9,538］



 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．第78期中においては、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中

間純損失であるため記載しておりません。 

３．第78期中の提出会社の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準早期適用に伴う減損損失の計上等に

よるものであります。 

  

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年 
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

(2）提出会社の経営指標等   

売上高（百万円） 157,702 157,665 157,384 320,143 318,055

経常利益（百万円） 1,924 1,930 2,051 3,651 2,976

中間(当期)純利益又は中間純損失
（△）（百万円） 

978 909 △508 1,714 1,536

資本金（百万円） 
（発行済株式総数）（千株） 

39,066 
(87,291) 

39,066
(87,291) 

39,066
(87,291) 

39,066 
(87,291) 

39,066
(87,291) 

純資産額（百万円） 99,414 101,378 100,794 100,376 101,549

総資産額（百万円） 249,046 238,869 231,732 242,188 235,413

１株当たり純資産額（円） 1,176.02 1,190.18 1,174.22 1,187.11 1,188.92

１株当たり中間(当期)純利益又は
中間純損失（△）(円) 

11.56 10.71 △5.93 20.01 18.06

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

11.53 10.62 - 19.95 17.93

１株当たり中間(年間)配当額(円) 6.00 6.00 6.00 12.00 12.00

自己資本比率（％） 39.9 42.4 43.5 41.4 43.1

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］（人） 

2,495 
［5,880］

2,439
［6,084］

2,429
［5,998］

2,415 
［6,036］

2,379
［6,095］



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、（ ）は臨時従業員数（１日８時間換算）を外書きしております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、（ ）は臨時従業員数（１日８時間換算）を外書きしております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

総合小売業 3,100（8,120） 

その他事業 734（1,500） 

合計 3,834（9,620） 

  平成17年８月31日現在

従業員数（人） 2,429（5,998） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

関西においても大型商業施設やマンション開発が活発となり、消費環境が整備されてまいりました。そのような環境の変化

に対応するために、店舗の特性や競合状況に応じた改装投資を６店舗で実施いたしました。販促面では、チラシ作成工程のデ

ジタル化による製作単価引き下げにより、配布枚数を増加して商圏拡大を図りました。また、同時にクラブカードによる商圏

内シェアアップを実施した結果、衣料品と住居関連品の客数増が図れましたが、食料品については、農作物や米の相場安によ

る単価ダウンにより苦戦しました。今期新たに設置した業務改善室を中心に総費用のコントロールを行った結果、単体は営業

収益で７１百万円の増収、経常利益で１億２１百万円の増益となりました。また、大阪デリカ、サン・ロジサービスのグルー

プ外からの受注売上の減少により、連結は営業収益で４４億６０百万円の減収となりましたが、費用削減により経常利益は３

億２１百万円の増益となりました。 

当社は、財務体質の一層の健全化と収益構造の改善を図るため、「固定資産の減損に係る会計基準」を平成１８年２月期中

間期から早期適用することといたしました。その結果、平成１８年２月期中間期において５８億８３百万円の減損損失を特別

損失として計上いたしました。 

また、当初減損対象としていたものを含む固定資産の売却により、２４億５３百万円の売却損失を特別損失として計上いた

しました。 

店舗の流動化や、保有資産の売却等による利益の確保により、当中間連結会計期間の業績は以下のようになりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（総合小売業） 

≪店舗政策≫ 

○新規出店、店舗改装 

平成１７年６月にスーパーマーケット業態の稲田新町店(大阪府)を、ショッピングセンター「フレスポ東大阪」内に開

店いたしました。「健康的な食生活をライフスタイルとして提案できるお店」を目指し、大阪府栄養士会の栄養士による

調理方法の提案や、大阪府の推進する「健康おおさか２１」と連動した健康的な食生活の売場提案を行っております。 

一方、既存店を活性化するために、地域特性や競合環境等、マーケットに対応した改装を積極的に実施いたしました。

平成１７年３月に牛久店（茨城県）、４月にくずは店（大阪府）、５月に阪和堺店（大阪府）、６月に白梅町店(京都

市)、７月に大東店（大阪府）、原山台店（大阪府）を改装しました。 

また、各務原店（岐阜県）を平成１７年６月に閉店し、全館をリーシングいたしました。 

  

≪商品政策≫ 

○プライベートブランド「good－ｉ」の開発 

当社のプライベートブランド 「good-i 」 は、食料品、衣料品、住居関連品をあわせた取扱品目数の合計が１，５３８

品目で、その売上高構成比は６．８％となりました。 

商品開発にあたっては、味や素材にこだわり、「ええもん安い」 に基づく活動を展開いたしました。また、お客様のご

意見を定期的にまとめて、商品の改善とより良い商品の提供に努めております。 

また、当社品質基準に基づく工場調査や商品検査の徹底を図っておりますが、新たに品質表示基準を設けて、製造委託

先の監督体制を強化してまいります。 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

  

前期比 

営業収益 179,251 百万円 2.4％減 

営業利益 3,310 百万円 7.2％増 

経常利益 2,887 百万円 12.5％増 

中間純利益 ▲150 百万円 -   



○ 在庫削減・格下ロス削減の取り組み 

平成１７年度は荒利高アップを目的とした、在庫管理の徹底や発注精度の向上等による在庫削減と格下ロス・廃棄ロスの削

減を推進しております。衣料品においては、単品在庫データに基づいて中小型店舗の発注を一元管理する「コントローラー」

を本部に配置し、在庫管理の徹底と発注精度の向上を図りました。住居関連品においては、品目数の絞り込みと在庫処分を積

極的に進めたことにより、商品回転率の向上を図りました。食料品においては、夕方強化の方針の下、惣菜をさらに強化する

と共に、販売計画の充実により廃棄ロスの削減に取り組んでおります。 

  

≪クラブカードの取組≫ 

イズミヤファンづくりを目指し、「クラブカード」会員の募集活動を継続して取組み、その会員数は 

１，９７８千人となりました。会員売上高は全売上高の８１％になっております。「クラブカード」会員様との絆を強める

ために、ポイントを提供するだけではなく、お買い上げに応じた特典をご用意しております。さらに、お買い上げ情報の分

析結果を品揃えやプロモーションに反映させ、お客様により高いレベルでご満足いただけるよう努めるなど、ＦＳＰ (フ

リークエント・ショッパーズ・プログラム) を推進しております。 

  

≪「聯華超市」との取り組み≫ 

中国スーパーマーケットチェーン売上第一位である「聯華超市股份有限公司」と平成１５年１１月に業務提携しておりま

すが、その一環として、中国における将来型スーパーマーケットのプロトタイプ作りに参画いたしました。当社の技術・運

営ノウハウの提供について技術供与契約を締結し、「聯華超市 港匯（ガンフィ）店（上海市）」が平成１７年４月に改装

オープンしました。 

また、聯華超市の研修生を受け入れて、運営管理技術の指導を行うなど、人材交流も進めております。 

  

≪グループ事業強化≫ 

カジュアルファッションのスペシャリティチェーンを目指す㈱テンファッションズは、当中間連結会計期間に６店舗を出

店いたしましたが、内、４店舗をグループ外に出店いたしました。 

書籍・雑誌等の販売会社のアミーゴ（株）は、店舗面積に応じた店舗モデルを確立し、グループ外に４店舗を出店いたし

ました。独自のＰＯＳシステム「ＡＴＯＭ（Amigo Tanpin Online Magazine）を活用した売筋商品の全店共有化による商品

確保体制、在庫回転率の向上を図っております。 

飲食事業会社の（株）サンローリーは、「ミスタードーナツ」、「ポポラマーマ（ゆでたて生パスタ）」、「函館市場

（回転寿司）」などのマルチＦＣ事業会社として更に事業規模の拡大を図っております。当中間連結会計期間には４店舗を

グループ外に出店いたしました。 

玩具・ゲーム等の販売会社の㈱ペリカンは、新たな事業の柱として雑貨の取扱強化を打ち出し、専門雑貨ショップ「ピ

ザッカ」への業態転換を推進しております。当中間連結会計期間には「ピザッカ」を６店舗出店いたしました。 

その他、グループ各社においても、グループ外への出店を推進いたしました。 

  

それらにより、物販子会社を含む総合小売業の営業収益は１，７１９億６７百万円（前年同期比 

０.１％増）、営業利益は２４億９０百万円 （前年同期比６．７％増） となりました。 

  



（その他事業） 

イズミヤカード㈱は、「イズミヤカード」会員の募集活動を推進し、その会員数は８７１千人となりました。キャッシン

グ事業におきましては、カード会員様の利便性を拡充するため、金融機関との提携によるＡＴＭ加盟店の拡大を推進してお

り、５月に日本郵政公社とのＡＴＭ提携をスタートさせたことで、利用可能ＡＴＭ台数が９万７千台となりました。また、

個人情報保護強化を図るため、「プライバシーマーク」の取得に取り組み、平成１７年８月に認定をうけました。 

清掃・クリーニング・リサイクル事業会社のマトバ㈱は、環境事業への取り組みとして、「津守エコセンター」（大阪

市）を拠点に、発泡スチロール、ペットボトルの再資源化に取り組んでおりますが、当期はグループ外からの受託も順調に

増加してきております。環境事業の社会的役割を認識しながら、さらに新規顧客の拡大を目指してまいります。 

警備・建物総合メンテナンス等の事業会社の日泉総合管理㈱は、グループ外からの受注を推進し、当中間連結会計期間に

は地方自治体からの受注にも成功いたしました。また、日泉総合管理㈱の事業領域拡大と、グループ経営の効率化を目的

に、不動産の管理・賃貸事業を行っている㈱レマン地所を平成１７年８月１６日に合併いたしました。今後は、双方の機能

を一体化させ、経営の合理化を図りながら事業の拡大を推進してまいります。 

食品加工・製造会社の大阪デリカ㈱は、グループ外への販路拡大を推進し、新たに高速道路サービスエリアの売店や、病

院、大学食堂、大手工場の売店などへの納入を行うことになりました。 

その他、グループ各社においても、グループ外からの受注拡大に向けた活動を強化いたしました。 

  

それらにより、その他事業の営業収益は２１０億６５百万円（前年同期比５．１％減）、営業利益は９億４４百万円 （前

年同期比１４．６％増） となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ８億８２百万円減少し、６２億１６百

万円となりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」については、６４億１７百万円の収入となりました。これは当中間連結会計期間

において減損処理を早期適用したことにより、税金等調整前中間純利益は４億５２百万円となりましたが、非資金損益項目

の減損損失５８億８３百万円、減価償却費３６億３６百万円のほか、法人税等の支払額４億８５百万円等があったことによ

るものであります。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」については１６億８８百万円の支出となりました。これは有形固定資産売却によ

る収入１８０億７４百万円、敷金保証金回収による収入９５億２０百万円等があった一方、有形固定資産の取得による支出

２５７億６５百万円、敷金保証金差入による支出１７億円等があったことによるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」については５６億１０百万円の支出となりました。これは長期借入金による収入

２０１億７０百万円及び、長期借入金返済による支出８１億８７百万円があった一方、短期借入金の減少１３７億２５百万

円、コマーシャルペーパーの減少３５億円、配当金の支払額５億１２百万円等があったことによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

  

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 品名 
販売高

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前年同期比（％） 

総合小売業 衣料品（百万円） 33,216 101.1 

  食料品（百万円） 97,944 98.6 

  住居関連品（百万円） 35,618 102.8 

  その他（百万円） 5,188 107.1 

  計（百万円） 171,967 100.1 

その他事業（百万円）  21,065 95.0 

消去（百万円） (13,780) 134.9 

合計（百万円） 179,251 97.6 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、提出会社イズミヤ株式会社は外部から賃借しておりました店舗を購入しております。 

  

提出会社 

 （注） 従業員数の（ ）は臨時従業員数であり、外書しております。 

  

 当中間連結会計期間において、提出会社イズミヤ株式会社は、店舗資産の流動化により、自社所有しておりました店舗を売却

しております。 

 （注） 従業員数の（ ）は臨時従業員数であり、外書しております。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  

(2）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次のとおり

であります。 

新設 

 イズミヤ株式会社（提出会社）において、前連結会計年度末に計画しておりました稲田新町店の新設については、平成17

年６月に完了し、同月から営業を開始しております。 

 これにより、売上高は313百万円増加いたしました。 

  

事業所名 所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

帳簿価格

従業員数
（人） 建物及び構築

物（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積千㎡） 

合計 
（百万円） 

検見川浜店 千葉市美浜区 総合小売業 店舗 1,783 － 1,783 
36
(124)

多田店 兵庫県川西市 総合小売業 店舗 1,033
3,578

(12,271)
4,612 

40
(111)

長岡店 京都府長岡京市 総合小売業 店舗 768
4,489

(10,624)
5,257 

52
(112)

若江岩田店 大阪府東大阪市 総合小売業 店舗 3,234
2,737

(17,400)
5,971 

51
(129)

伏見店 京都市伏見区 総合小売業 店舗 894
5,338

(15,142)
6,232 

43
(87)

事業所名 所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

帳簿価格

従業員数
（人） 建物及び構築

物（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積千㎡） 

合計 
（百万円） 

千里丘店 大阪府吹田市 総合小売業 店舗 2,422
2,884

(11,598)
5,306 

67
(141)

八尾店 大阪府八尾市 総合小売業 店舗 2,003
1,117

(29,988)
3,121 

37
(118)

小林店 兵庫県宝塚市 総合小売業 店舗 616
1,046
(9,338)

1,662 
38
(121)

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定日 
年間売上
予定額 
（百万円）

総額
（百万円） 

既支払額
（百万円） 

着手 完了 

イズミヤ㈱ 
神戸ポートア
イランド店 

神戸市中央
区 

総合小売業 店舗 3,080 8
自己資金及
び借入金 

平成17年
９月 

平成18年
３月 

6,500

イズミヤ㈱ 
神戸玉津店 

神戸市西区 総合小売業 店舗 4,900 －
自己資金及
び借入金 

平成17年
７月 

平成18年
４月 

7,350



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年５月23日定時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 332,615,000 

計 332,615,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成17年８月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成17年11月30日) 

上場証券取引所又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 87,291,365 87,291,365

㈱大阪証券取引所
（市場第一部） 
㈱東京証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 87,291,365 87,291,365 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 860 746 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 860,000 746,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 557 557 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年５月24日
至 平成19年５月23日 

自 平成16年５月24日 
至 平成19年５月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    557
資本組入額    279 

発行価格     557 
資本組入額    279 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の割当を
受けた者は、権利行使
時においても、当社ま
たは当社50％以上出資
会社の取締役、監査役
もしくは従業員の地位
にあることを要す。た
だし、任期満了による
退任、定年退職、その
他正当な理由のある場
合はこの限りではな
い。 
(2）権利の譲渡、質入、
その他処分および相続
は認めない。 
(3）その他、権利行使に
関する条件は、第74期
定時株主総会決議およ
び取締役会決議に基づ
き、平成15年５月７日
に当社と新株予約権者
との間で締結した「新
株予約権割当契約書」
に定めるところによ
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．前事業年度末現在主要株主であった有限会社サン・インベストメントは、当中間期末では主要株主ではなくなり、前事

業年度末現在主要株主でなかった株式会社サン・インベストメントが、当中間期末では主要株主となっております。 

２．上記銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式が以下のとおり含まれております。 

３．当社の自己株式（1,452千株、持株比率1.66％）は、上記の表には含めておりません。 

なお、そのうち495千株は、旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買い付ける方法により平成13年５月

24日開催の定時株主総会の決議に基づき取得した自己株式であります。 

４．株式会社りそなホールディングスから連名にて平成17年６月６日付で大量保有報告書の提出があり、平成17年５月31日

現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の

確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年３月１日～ 
平成17年８月31日 

－ 87,291,365 － 39,066 － 31,069

    平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社サン・インベストメ
ント 

大阪市西成区花園南１丁目３番22号 14,019 16.06 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,632 6.45 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,563 6.37 

イズミヤ共和会 大阪市西成区花園南１丁目４番４号 4,517 5.17 

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南１丁目３番１号 3,261 3.73 

和田 繁 兵庫県宝塚市武庫山１丁目14番15号 2,902 3.32 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,900 2.17 

イズミヤ自社株投資会 大阪市西成区花園南１丁目４番４号 1,830 2.09 

三井生命保険株式会社 
(常任代理人 日本トラステ
ィ・サービス信託銀行株式会
社） 

東京都千代田区大手町１－２－３
(東京都中央区晴海１丁目８番11号) 

1,531 1.75 

和田 昭男 大阪府豊中市末広町１丁目４番33号 1,452 1.66 

計 － 42,609 48.81 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 5,632千株   

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社 5,563千株   

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 544 0.62 

りそな信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 550 0.63 

預金保険機構 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 3,261 3.74 



５．株式会社三菱東京フィナンシャル・グループから連名にて平成17年８月15日付で大量保有報告書の提出があり、平成17

年７月31日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在における実質所

有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

  

６．三井アセット信託銀行株式会社から連名にて平成17年９月15日付で大量保有報告書の提出があり、平成17年８月31日現

在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確

認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保険振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 3,927 4.50 

三菱証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 47 0.05 

三菱投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 452 0.52 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三井アセット信託銀行株式会
社 

東京都港区芝三丁目23番１号 3,813 4.37 

ＣＭＴＢエクイティインベス
トメンツ株式会社 

東京都港区芝三丁目33番１号 660 0.76 

    平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）

普通株式 
  

（相互保有株式） 
普通株式 

 1,452,000
  

  
210,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 85,176,000 85,176 － 

単元未満株式 普通株式 453,365 － － 

発行済株式総数   87,291,365 － － 

総株主の議決権 － 85,176 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

    平成17年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）
イズミヤ株式会社 

大阪市西成区花園
南1丁目4番4号 

1,452,000 － 1,452,000 1.66 

（相互保有株式）
株式会社はやし 

大阪市住吉区清水
丘2丁目11番25号 

210,000 － 210,000 0.24 

計 － 1,662,000 － 1,662,000 1.90 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 783 778 746 749 770 819 

最低（円） 713 698 674 702 736 751 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当

中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日）の中間連

結財務諸表及び前中間会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日）の中間財務諸表について、監査法人大成会計社に

より中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）の中間連結財務諸表及び当中間

会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を受けており

ます。 

 なお、監査法人大成会計社は、平成17年7月5日付をもって新日本監査法人と合併し、名称を新日本監査法人に変更しました。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 
当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年２月28日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

資産の部       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    7,267 6,227  7,279 

２．受取手形及び売掛
金 

   11,135 11,671  11,179 

３．たな卸資産 ※５  24,159 23,172  23,836 

４．前払費用    1,587 1,507  1,526 

５．繰延税金資産    2,528 2,732  2,768 

６．その他    10,341 11,967  11,514 

７．貸倒引当金    △659 △794  △715 

流動資産合計    56,359 21.3 56,484 21.9  57,390 21.9

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産       

１．建物及び構築物 ※１ 155,816  153,491 157,187  

減価償却累計額   △92,604 63,211 △91,771 61,720 △94,375 62,812 

２．機械装置及び運
搬具 

  4,738  5,025 4,797  

減価償却累計額   △3,534 1,203 △3,711 1,314 △3,599 1,198 

３．器具及び備品   26,090  25,201 25,512  

減価償却累計額   △20,588 5,501 △20,243 4,957 △20,315 5,196 

４．土地 ※1,5  70,104 78,054  73,085 

５．建設仮勘定    182 346  318 

有形固定資産合計    140,204 52.9 146,393 56.8  142,611 54.3

(2)無形固定資産       

１．借地権    6,466 7,143  6,466 

２．連結調整勘定    910 822  872 

３．その他    2,014 1,977  2,130 

無形固定資産合計    9,391 3.5 9,943 3.9  9,469 3.6

(3)投資その他の資産       

１．投資有価証券    7,613 6,543  5,670 

２．敷金及び保証金 ※４  42,071 33,383  41,217 

３．長期貸付金    3,805 770  1,804 

４．繰延税金資産    2,553 1,117  1,278 

５．その他    2,997 3,106  3,032 

６．貸倒引当金    △74 △66  △75 

投資その他の資産
合計 

   58,966 22.3 44,854 17.4  52,928 20.2

固定資産合計    208,562 78.7 201,190 78.1  205,009 78.1

Ⅲ 繰延資産       

１．社債発行費    51 20  30 

繰延資産合計    51 0.0 20 0.0  30 0.0

資産合計    264,973 100.0 257,696 100.0  262,430 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 
当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年２月28日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

負債の部       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   26,538 26,887  25,812 

２．短期借入金 ※１  51,791 41,697  46,353 

３．コマーシャルペー
パー 

   4,000 －  3,500 

４．未払法人税等    1,226 877  775 

５．未払消費税等    774 421  783 

６．未払費用    6,447 6,543  5,724 

７．ポイントカード引
当金 

   603 696  678 

８．賞与引当金    1,379 1,358  1,322 

９．その他    4,670 4,683  5,111 

流動負債合計    97,431 36.8 83,166 32.3  90,062 34.3

Ⅱ 固定負債       

１．社債    8,302 8,325  8,363 

２．長期借入金 ※１  42,197 49,457  46,543 

３．退職給付引当金    2,154 2,489  2,363 

４．役員退職慰労引当
金 

   899 371  961 

５．預り保証金    6,965 7,137  6,811 

６．長期未払金    2,598 2,458  2,528 

７．その他    10 8  18 

固定負債合計    63,128 23.8 70,247 27.3  67,589 25.8

負債合計    160,559 60.6 153,414 59.6  157,652 60.1

        

少数株主持分        

少数株主持分    250 0.1 249 0.1  274 0.1

        

資本の部       

Ⅰ 資本金    39,066 14.7 39,066 15.2  39,066 14.9

Ⅱ 資本剰余金    47,059 17.8 47,053 18.3  47,055 17.9

Ⅲ 利益剰余金    18,288 6.9 17,863 6.9  18,558 7.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   785 0.3 799 0.3  747 0.3

Ⅴ 自己株式    △1,036 △0.4 △750 △0.3  △924 △0.4

資本合計    104,163 39.3 104,032 40.4  104,503 39.8

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   264,973 100.0 257,696 100.0  262,430 100.0

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    179,603 100.0 174,818 100.0  356,697 100.0

Ⅱ 売上原価    124,710 69.4 121,177 69.3  248,918 69.8

売上総利益    54,893 30.6 53,640 30.7  107,778 30.2

Ⅲ 営業収入    4,107 2.2 4,433 2.5  8,316 2.3

営業総利益    59,001 32.8 58,074 33.2  116,095 32.5

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

      

１．宣伝装飾費   3,359  3,066 6,733  

２．包装・配送運搬費   3,229  3,331 6,075  

３．従業員給与手当   19,234  18,862 37,077  

４．賞与   1,084  1,018 3,353  

５．賞与引当金繰入額   1,101  1,089 1,059  

６．退職給付費用   493  497 1,011  

７．役員退職慰労引当
金繰入額 

  46  18 101  

８．水道光熱費   2,841  2,955 5,865  

９．地代家賃・リース
料 

  6,421  6,492 13,024  

10．事業所税   137  129 258  

11．減価償却費   3,490  3,426 7,113  

12．その他   14,469 55,911 31.1 13,876 54,764 31.3 29,192 110,867 31.0

営業利益    3,089 1.7 3,310 1.9  5,227 1.5

Ⅴ 営業外収益       

１．受取利息   82  49 165  

２．受取配当金   43  32 55  

３．受取地代家賃   36  36 74  

４．持分法による投資
利益 

  －  35 65  

５．その他   193 356 0.2 200 354 0.2 423 785 0.2

Ⅵ 営業外費用       

１．支払利息   778  689 1,490  

２．持分法による投資
損失 

  27  － －  

３．その他   72 879 0.5 88 777 0.4 200 1,690 0.5

経常利益    2,566 1.4 2,887 1.7  4,322 1.2

Ⅶ 特別利益       

１．投資有価証券売却
益 

  －  189 757  

２．固定資産売却益 ※１ －  7,507 －  

３．その他   － － － 53 7,750 4.4 40 797 0.2

        



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅷ 特別損失       

１．保証金流動化に伴
う債権譲渡損 

  －  － 35  

２．早期退職支援加算
金 

  －  － 186  

３．賃貸借契約中途解
約損 

  －  1,220 －  

４．減損損失 ※４ －  5,883 －  

５．固定資産除却損   117  362 553  

６．固定資産売却損 ※３ 209  2,453 209  

７．その他   166 493 0.2 267 10,185 5.8 318 1,304 0.3

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   2,074 1.2 452 0.3  3,815 1.1

法人税、住民税及
び事業税 

※２ 991  596 919  

法人税等調整額   － 991 0.6 － 596 0.4 1,047 1,967 0.6

少数株主利益    24 0.0 5 0.0  9 0.0

中間(当期)純利益
又は中間純損失
（△） 

   1,058 0.6 △150 △0.1  1,839 0.5

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
の剰余金計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    47,076 47,055  47,076

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．自己株式処分差益   5 5 10 10 － －

Ⅲ 資本剰余金減少高     

１．自己株式処分差損   21 21 11 11 20 20

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

   47,059 47,053  47,055

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    17,791 18,558  17,791

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   1,058 1,058 － － 1,839 1,839

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．中間（当期）純損失   － 150 － 

２．配当金   507 512 1,018 

３．役員賞与   54 561 32 694 54 1,072

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

   18,288 17,863  18,558

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  2,074 452 3,815 

減価償却費   3,633 3,636 7,436 

減損損失   － 5,883 － 

有形固定資産除売却
損 

  311 2,831 681 

有形固定資産売却益   － △7,507 － 

有価証券売却損   1 － 1 

有価証券売却益   － △189 △757 

貸倒引当金の増加
（△減少）額 

  52 69 109 

退職給付引当金の増
加（△減少）額 

  54 125 263 

受取利息及び受取配
当金 

  △125 △82 △221 

支払利息   778 689 1,490 

売上債権の減少 
（△増加）額 

  71 △492 26 

たな卸資産の減少
（△増加）額 

  △251 663 72 

仕入債務の増加 
（△減少）額 

  △4,695 1,074 △5,420 

未払消費税等の増加
（△減少）額 

  107 △362 116 

役員賞与の支払額   △54 △32 △54 

その他   1,129 699 △875 

小計   3,088 7,459 6,683 

利息及び配当金の受
取額 

  125 86 222 

利息の支払額   △770 △642 △1,466 

法人税等の支払額   △473 △485 △786 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,970 6,417 4,653 



  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

投資有価証券の売却
による収入 

  4 529 2,711 

投資有価証券の取得
による支出 

  △25 △1,128 △26 

有形固定資産の売却
による収入 

  95 18,074 95 

有形固定資産の取得
による支出 

  △3,930 △25,765 △8,959 

敷金保証金回収によ
る収入 

  131 9,520 1,698 

敷金保証金差入によ
る支出 

  △111 △1,700 △768 

預り保証金受入によ
る収入 

  112 580 249 

預り保証金返済によ
る支出 

  △79 △250 △370 

短期貸付金の回収に
よる収入 

  3,243 4,610 10,003 

短期貸付金の実行に
よる支出 

  △3,909 △5,668 △11,329 

長期貸付金の回収に
よる収入 

  0 1,034 2,000 

長期貸付金の実行に
よる支出 

  △100 － △101 

その他   △200 △1,525 △775 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,768 △1,688 △5,570 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額 

  △1,560 △13,725 △4,354 

コマーシャルペーパ
ー純増減額 

  500 △3,500 － 

長期借入れによる収
入 

  8,530 20,170 16,800 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △11,513 △8,187 △18,080 

社債の発行による収
入 

  2,600 72 2,860 

社債の償還による支
出 

  △92 △122 △208 

自己株式の取得によ
る支出 

  △7 △7 △15 

自己株式の売却によ
る収入 

  320 202 420 

配当金の支払額   △507 △512 △1,018 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,729 △5,610 △3,595 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △4,527 △882 △4,513 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,611 7,098 11,611 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※１ 7,084 6,216 7,098 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社24社、全てを連結範囲に

含めております。 

 その主なものは、イズミヤカー

ド㈱、㈱サンローリー、㈱アクト

スポーツ、㈱イズミヤ総研、日泉

総合管理㈱、㈱アイリス、㈱アミ

ーゴ、㈱イズミ総合サービス、㈱

メルシーサービス、㈱サン・フレ

ッシュ、㈱テンファッションズ、

㈱ペリカン、㈱レマン地所、㈱新

興配送サービス、㈱友隣、大阪デ

リカ㈱、カナート㈱であります。 

 なお、㈱新興配送サービスと㈱

友隣は平成16年11月１日に合併

し、新社名を㈱サン・ロジサービ

スといたしました。 

 子会社22社、全てを連結の範囲

に含めております。 

 その主なものは、イズミヤカー

ド㈱、他２１社であります。 

㈱イズミヤ・キャリアパワーにつ

いては、当中間連結会計期間にお

いて新たに設立したため、連結の

範囲に含めております。なお、前

連結会計年度において子会社であ

りました㈱エルアイ・コーポレー

ションは清算したため、連結の範

囲から除いております。また、㈱

レマン地所については、平成１７

年８月１６日付で日泉総合管理㈱

と合併したため連結の範囲から除

いております。 

 子会社23社、全てを連結範囲に

含めております。 

 その主なものは、イズミヤカー

ド（株）、他２２社であります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

関連会社３社全てについて、持

分法を適用しております。 

      同 左  関連会社３社全てについて、持

分法を適用しております。 

 その主なものは、アイク㈱、他

２社であります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日の末日

は中間連結決算日と一致しており

ます。 

      同 左  連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

  満期保有目的債券 満期保有目的債券 満期保有目的債券 

  償却原価法（定額法） 同 左 同 左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間連結決算日前１

ヶ月間の市場価格等の

平均に基づく時価法 

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

 同 左  決算期末日前１ヶ月

間の市場価格等の平均

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は主として移

動平均法により算定し

ております。） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

同 左 同 左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

  時価法 同 左 同 左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

  商品 商品 商品 

   売価還元法による原価法 同 左 同 左 

  商品不動産 商品不動産 商品不動産 

   個別法による原価法 同 左 同 左 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

   建物（建物附属設備を除

く）は定額法、建物以外は定

率法を採用しております。 

 なお、主な資産の耐用年数

は以下のとおりであります。 

    同 左     同 左 

   建物     ３年～39年     

   構築物    ３年～60年     

   機械装置   ５年～17年     

   器具及び備品 ３年～20年     

  ② 少額減価償却資産 ② 少額減価償却資産 ② 少額減価償却資産 

   取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、３

年均等償却をおこなっており

ます。 

同 左 同 左 

  ③ 無形固定資産 ③ 無形固定資産 ③ 無形固定資産 

  定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用

しております。 

同 左 同 左 

  ④ 長期前払費用 ④ 長期前払費用 ④ 長期前払費用 

  均等額償却 同 左 同 左 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同 左 同 左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   当中間連結会計期間に対応

する額を計上しております。 

同 左  従業員の賞与の支給に備え

るため、当連結会計年度に対

応する額を計上しておりま

す。 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

為、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込み額に基づき、当中間

連結会計期間末に発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

同 左  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込み額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

  ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に

備えて、当社及び連結子会社

の一部は内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額を計上

しております。 

 同 左  役員の退職慰労金の支出に

備えるため、提出会社及び連

結子会社の一部は内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を

計上しております。 

  ⑤ ポイントカード引当金 ⑤ ポイントカード引当金 ⑤ ポイントカード引当金 

   ポイントカード制度に基づ

き、顧客へ付与したポイント

の利用に備えるため、当中間

連結会計期間において将来利

用されると見込まれる額を計

上しております。 

    同 左  ポイントカード制度に基づ

き、顧客へ付与したポイント

の利用に備えるため、将来利

用されると見込まれる額を計

上しております。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同 左 同 左 

  (5）重要なヘッジの会計処理 (5）重要なヘッジの会計処理 (5）重要なヘッジの会計処理 

  ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについて、特

例の要件を満たしている場合

は、特例処理を採用しており

ます。 

同 左 同 左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおり

であります。 

同 左  当連結会計年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであ

ります。 

  ヘッジ手段：金利スワップ   ヘッジ手段：金利スワップ 

  ヘッジ対象：借入金   ヘッジ対象：借入金 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   金利関連のデリバティブ取

引については、変動金利を固

定に変換する目的で金利スワ

ップ取引をしているのみであ

り、投機目的取引およびレバ

レッジ効果の高いデリバティ

ブ取引は行わない方針であり

ます。 

同 左 同 左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップ取引について

は、利息の受払条件および契

約期間がヘッジ対象となる借

入金とほぼ同一であることか

ら、有効性の判断は省略して

おります。 

同 左 同 左 

  (6）その他の重要な事項 (6）その他の重要な事項 (6）その他の重要な事項 

  イ 消費税等の会計処理方法 ① 消費税等の会計処理方法 イ 消費税等の会計処理方法 

   税抜方式を採用しておりま

す。 

同 左 

  

同 左 

    ② 連結納税制度の適用   

     当中間連結会計期間から連

結納税制度を適用しておりま

す。 

  

  

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手元現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に満

期日または償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同 左 同 左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

────── 

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針6号 平成

15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は5,883百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

────── 

  

  

  

  

（法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法） 

 「地方税法の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年3月31日公布され、平成16年4月

1日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間連結会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年2月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に伴い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については販売費

及び一般管理費その他に計上してお

ります。この結果、販売費及び一般

管理費が211百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前中間

純利益が同額減少しております。 

────── 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日現在） 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日現在） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 
  

  

建物 12,416百万円

土地 12,609百万円

  

  

建物 9,458百万円

土地 9,213百万円

建物 12,105百万円

土地 12,609百万円

   

 担保債務は次のとおりであり

ます。 

 担保債務は次のとおりであり

ます。 

 担保債務は次のとおりであり

ます。 
  
長期借入金 994百万円

短期借入金 26百万円

  
長期借入金 268百万円

短期借入金 26百万円   
銀行取引、手形債務、小切手債

務等 

長期借入金 1,007百万円

銀行取引、手形債務、小切手債

務等 

銀行取引、手形債務、小切手債

務等 

 ２．偶発債務  ２．偶発債務  ２．偶発債務 

 連結子会社以外の銀行借入金

に対し、2,400百万円の債務の

保証を行っております。 

 連結子会社以外の銀行借入金

に対し、3,070百万円の債務の

保証を行っております。 

 連結子会社以外の銀行借入金

に対し、2,400百万円の債務の

保証を行っております。   

 ３．（借手側）  ３．（借手側）  ３．（借手側） 

 提出会社及び一部の連結子会

社においては、資金調達の強化

を図るため取引銀行とコミット

メントライン契約及び当座貸越

契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間連結会計

期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 一部の連結子会社において

は、資金調達の強化を図るため

取引銀行とコミットメントライ

ン契約及び当座貸越契約を締結

しております。これら契約に基

づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

 一部の連結子会社において

は、資金調達の強化を図るため

取引銀行とコミットメントライ

ン契約及び当座貸越契約を締結

しております。これら契約に基

づく連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 
  
貸出コミットメント及び当座貸
越極度額の総額 
  14,810百万円

借入実行残高 1,600百万円

差引額 13,210百万円

  
貸出コミットメント及び当座貸
越極度額の総額 
  8,385百万円

借入実行残高 4,360百万円

差引額 4,025百万円

貸出コミットメント及び当座貸
越極度額の総額 
  4,885百万円 

借入実行残高 1,420百万円 

差引額 3,465百万円 

（貸手側） （貸手側） （貸手側） 

 当社連結子会社イズミヤカー

ド㈱においては、カードローン

及びクレジットカード業務に附

帯するキャッシング業務等を行

っております。当業務における

当座貸越契約および貸出コミッ

トメントに係る貸出未実行残高

は次のとおりであります。 

 当社連結子会社イズミヤカー

ド㈱においては、カードローン

及びクレジットカード業務に附

帯するキャッシング業務等を行

っております。当業務における

当座貸越契約および貸出コミッ

トメントに係る貸出未実行残高

は次のとおりであります。 

 当社連結子会社イズミヤカー

ド㈱においては、カードローン

及びクレジットカード業務に附

帯するキャッシング業務等を行

っております。当業務における

当座貸越契約および貸出コミッ

トメントに係る貸出未実行残高

は次のとおりであります。 
  
当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額 
  132,816百万円

貸出実行残高 5,119百万円

差引額 127,697百万円

  
当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額 
  146,400百万円

貸出実行残高 6,803百万円

差引額 139,597百万円

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントの総額 
  140,467百万円 

貸出実行残高 5,829百万円 

差引額 134,638百万円 

 なお、上記当座貸越契約およ

び貸出コミットメント契約にお

いては、借入人の資金使途、信

用状態等に関する審査を貸出の

条件としているものが含まれて

いる（当中間連結会計期間末の

未実行残高127,697百万円）た

め、必ずしも全額が貸出実行さ

れるものではありません。 

 なお、上記当座貸越契約およ

び貸出コミットメント契約にお

いては、借入人の資金使途、信

用状態等に関する審査を貸出の

条件としているものが含まれて

いる（当中間連結会計期間末の

未実行残高139,597百万円）た

め、必ずしも全額が貸出実行さ

れるものではありません。 

 なお、上記当座貸越契約およ

び貸出コミットメント契約にお

いては、借入人の資金使途、信

用状態等に関する審査を貸出の

条件としているものが含まれて

いる（当連結会計年度末の未実

行残高134,638百万円）ため、

必ずしも全額が貸出実行される

ものではありません。 



  

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日現在） 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日現在） 

※４．中間連結貸借対照表に計上し

た差入保証金のほか、債権譲渡

契約に基づく債権流動化を行っ

ております。差入保証金譲渡残

高は3,221百万円であります。 

※４．中間連結貸借対照表に計上し

た差入保証金のほか、債権譲渡

契約に基づく債権流動化を行っ

ております。差入保証金譲渡残

高は2,784百万円であります。 

※４．貸借対照表に計上した差入保

証金のほか、債権譲渡契約に基

づく債権流動化を行っておりま

す。差入保証金譲渡残高は

3,896百万円であります。 

※５．従来、たな卸資産に計上して

いた2,290百万円は、店舗とし

て使用することが決定した為、

当中間連結会計期間末において

土地に振替えしております。 

※５．  ────── ※５．従来、たな卸資産に計上して

いた2,290百万円は、店舗とし

て使用することが決定した為、

当連結会計年度において土地に

振替えております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．  ────── ※１．固定資産売却益の内訳は土地

7,507百万円であります。 

※１．  ────── 

※２．当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法に

よる税効果会計を適用している

ため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含め

て表示しております。 

※２．   同  左 ※２．  ────── 

※３．固定資産売却損の内訳は建物

及び構築物77百万円、器具及び

備品１百万円、土地125百万

円、その他４百万円でありま

す。 

※３．固定資産売却損の内訳は建物

及び構築物573百万円、土地  

1,879百万円であります。 

※３．固定資産売却損の内訳は建物

及び構築物77百万円、器具及び

備品1百万円、土地125百万円、

その他4百万円であります。 



  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※４．  ────── ※４．当中間連結会計期間において

は、当社グループは以下の資産

グループにおいて減損損失を計

上いたしました。 

※４．  ────── 

    
用途 種類 減損損失

店舗 
小山店(栃木県小山市) 
他３店舗 

土地 1,354

建物 1,805

貸与資産 
岐阜県美濃加茂市 
他５物件 

土地 2,603

建物 121

合計 5,883

  

   当社は、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として店舗を基本単

位として、また貸与資産については

物件毎にグルーピングしておりま

す。 

 営業活動から生じる損益が継続し

てマイナスである店舗における資産

グループの帳簿価格を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしました。 

 貸与物件については、時価が著し

く下落し、かつ、使用価値が帳簿価

格を下回っているため、それらの帳

簿価格を回収可能額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失

に計上いたしました。 

 なお、回収可能額のうち正味売却

価額は不動産鑑定評価基準に基づい

た不動産鑑定士からの評価額を基準

とし、使用価値については将来キャ

ッシュ・フローを4.5％で割引いて

算定しております。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

記載されている科目の関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

記載されている科目の関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の関係 
  
現金及び預金 7,267百万円

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△182百万円

現金及び現金同等物 7,084百万円

  
現金及び預金 6,227百万円

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△11百万円

現金及び現金同等物 6,216百万円

現金及び預金 7,279百万円

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△181百万円

現金及び現金同等物 7,098百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構築
物 

447 296 151

機械装置及び
運搬具 

279 218 61

器具及び備品 15,407 8,509 6,898

(無形固定資
産) 

     

その他 766 360 405

合計 16,900 9,384 7,516

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構築
物 

516 145 371

機械装置及び
運搬具 

463 396 66

器具及び備品 16,138 9,032 7,105

(無形固定資
産) 

その他 1,359 718 641

合計 18,477 10,292 8,184

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

339 248 91 

機械装置及び
運搬具 

408 308 100 

器具及び備品 17,019 9,575 7,443 

(無形固定資
産) 

     

その他 1,073 433 640 

合計 18,841 10,565 8,275 

（注）１．取得価額相当額の算定

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法によっております。 

（注）１．  同 左 （注）１．取得価額相当額の算定

は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっ

ております。 

２．「（無形固定資産）その

他」は「ソフト開発費等」

であります。 

２．  同 左 ２．  同 左 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

② 未経過リース料期末残高相当額 

   未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

  
１年内 2,001百万円

１年超 5,514百万円

合計 7,516百万円

  
１年内 2,166百万円

１年超 6,018百万円

合計 8,184百万円

１年内 2,109百万円

１年超 6,165百万円

合計 8,275百万円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

（注）    同 左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

っております。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  
支払リース料 1,144百万円

減価償却費相当額 1,144百万円

  
支払リース料 1,116百万円

減価償却費相当額 1,116百万円

支払リース料 2,250百万円

減価償却費相当額 2,250百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同 左 同 左 

（貸主側） （貸主側） （貸主側） 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額、減損損失累計額及び中

間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

  

  
取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
(百万円)

建物及び構築
物 

2 2 0

機械装置及び
運搬具 

3 0 2

器具及び備品 117 32 85

合計 123 35 88

  

  
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
(百万円)

建物及び構築
物 

- - -

機械装置及び
運搬具 

3 1 1

器具及び備品 124 41 82

合計 127 43 83

取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残
高 
(百万円) 

建物及び構築
物 

2 2 0 

機械装置及び
運搬具 

3 1 2 

器具及び備品 128 39 89 

合計 134 43 91 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 11百万円

１年超 80百万円

合計 92百万円

  
１年内 13百万円

１年超 75百万円

合計 89百万円

１年内 13百万円

１年超 82百万円

合計 96百万円

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 
  
受取リース料 8百万円

減価償却費 6百万円

受取利息相当額 2百万円

  
受取リース料 8百万円

減価償却費 7百万円

受取利息相当額 2百万円

受取リース料 17百万円

減価償却費 14百万円

受取利息相当額 4百万円

④ 利息相当額の算定方法 ④ 利息相当額の算定方法 ④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額と見積残存価額の

合計額からリース物件の購入価額

を控除した額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利

息法によっております。 

同 左 同 左 

  （減損損失について）   

──────  リース資産に配分された減損損失

はありません。 

────── 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  
１年内 5,976百万円

１年超 54,056百万円

合計 60,032百万円

  
１年内 5,557百万円

１年超 49,083百万円

合計 54,640百万円

１年内 5,607百万円

１年超 51,804百万円

合計 57,412百万円



（有価証券関係） 
（前中間連結会計期間） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  
２．その他有価証券で時価のあるもの 

  
３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
（当中間連結会計期間） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  
２．その他有価証券で時価のあるもの 

  
３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

有価証券

  

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 44 44 0 
(2)社債 － － － 
(3)その他 － － － 

合計 44 44 0 

  

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 3,771 5,095 1,324 
(2）債券 

国債・地方債等 － － － 
社債 － － － 
その他 － － － 

(3)その他 － － － 
合計 3,771 5,095 1,324 

  
前中間連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 
非上場株式 2,497 
（店頭売買株式除く） 

  

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 39 39 0 
(2)社債 － － － 
(3)その他 － － － 

合計 39 39 0 

  

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,489 2,826 1,337 
(2）債券 

国債・地方債等 － － － 
社債 － － － 
その他 － － － 

(3)その他 － － － 
合計 1,489 2,826 1,337 

  
当中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 
非上場株式 3,716 



（前連結会計年度） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されるため、記載の対象

から除いております。 

  

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されるため、記載の対象

から除いております。 

  

前連結会計年度末（平成17年２月28日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されるため、記載の対象

から除いております。 

  

  

前連結会計年度（平成17年２月28日現在）

連結貸借対照表計上額
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 39 39 0 

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 39 39 0 

  

前連結会計年度（平成17年２月28日現在）

取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 1,828 3,063 1,234 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 1,828 3,063 1,234 

  
前連結会計年度（平成17年２月28日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 2,607 

（店頭売買株式除く） 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法は当会社グループが採用している売上集計区分によっております。 

２．その他事業内容はリース業、不動産業、物流受託業、各種サービス業他であります。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法は当会社グループが採用している売上集計区分によっております。 

２．その他事業内容はリース業、不動産業、物流受託業、各種サービス業他であります。 

３．「追加情報」に記載のとおり「地方税法の一部を改正する法律」（平成15年法律９号）が平成15年３月31日公布され、

平成16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会

計基準委員会実務対応報告第12号）に伴い、法人事業税の付加価値割及び資本割については販売費及び一般管理費に計

上しております。この結果、従来の方法によった場合に比して、総合小売業においては208百万円、その他事業において

は３百万円それぞれ販売費及び一般管理費が増加し、同額営業利益が減少しております。 

  

前連結会計年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法は当社グループが採用している売上集計区分によっております。 

２．その他事業内容はリース業、不動産業、物流受託業、各種サービス業他であります。 

  

  
総合小売業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1)外部顧客に対する営業収益 171,284 12,426 183,711 － 183,711

(2）セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

455 9,759 10,215 （10,215） －

計 171,740 22,186 193,926 （10,215） 183,711

営業費用 169,406 21,361 190,768 （10,146） 180,621

営業利益 2,333 824 3,157 （68） 3,089

  
総合小売業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1)外部顧客に対する営業収益 171,435 7,816 179,251 － 179,251

(2）セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

531 13,249 13,780 （13,780） －

計 171,967 21,065 193,032 （13,780） 179,251

営業費用 169,476 20,120 189,597 （13,655） 175,941

営業利益 2,490 944 3,435 （124） 3,310

  
総合小売業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1)外部顧客に対する営業収益 345,718 19,295 365,014 － 365,014

(2）セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

901 23,265 24,166 （24,166） －

計 346,619 42,560 389,180 （24,166） 365,014

営業費用 342,795 41,010 383,805 （24,018） 359,786

営業利益 3,824 1,550 5,375 （147） 5,227



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、連結会社は全て本国内所在のため、記載事項

はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１．当中間連結会計期間においては、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,222円87銭 1,212円94銭 1,223円11銭 

１株当たり中間（当期）純
利益又は中間純損失（△） 

12円46銭 △1円76銭 21円21銭 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

12円35銭 － 21円06銭 

    

  

  

    

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又
は１株当たり中間純損失金額 

   

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（百万円） 

1,058 △150 1,839 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 33 

（うち利益処分による役員賞与
金） 

（－） （－） （33）

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）（百万円） 

1,058 △150 1,805 

期中平均株式数（株） 84,956,123 85,608,649 85,118,751 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額(百万円) － － － 

普通株式増加数（株） 725,427 － 615,575 

（うち自己株式取得方式によるス
トックオプション） 

（725,427） （－） （615,575） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

────── 

  

  

  

  

新株予約権１種類 

（新株予約権の数860

個） 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

────── 

  



（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 
当中間会計期間末

（平成17年８月31日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年２月28日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   4,957  4,851 5,295  

２．受取手形   2  1 2  

３．売掛金   9,012  9,137 8,534  

４．たな卸資産 ※６ 19,325  18,820 18,861  

５．短期貸付金   511  631 680  

６．繰延税金資産   2,235  2,458 2,458  

７．その他   4,005  4,372 4,428  

８．貸倒引当金   △173  △172 △172  

流動資産合計    39,877 16.7 40,100 17.3  40,089 17.0

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物 ※２ 58,002  56,721 57,587  

２．土地 ※2,6 67,191  74,980 70,172  

３．その他   5,728  5,255 5,546  

計   130,922  136,957 133,306  

(2）無形固定資産   8,194  9,090 8,515  

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   12,302  11,090 10,166  

２．敷金及び保証金 ※５ 38,307  29,728 37,452  

３．繰延税金資産   3,091  1,617 1,790  

４．その他   6,822  3,824 4,761  

５．貸倒引当金   △699  △699 △699  

計   59,823  45,562 53,471  

固定資産合計    198,940 83.3 191,610 82.7  195,293 83.0

Ⅲ 繰延資産       

１．社債発行費   51  20 30  

繰延資産合計    51 0.0 20 0.0  30 0.0

資産合計    238,869 100.0 231,732 100.0  235,413 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 
当中間会計期間末

（平成17年８月31日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年２月28日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   4,643  4,787 5,749  

２．買掛金   16,443  16,602 13,391  

３．短期借入金   44,883  37,830 41,690  

４．コマーシャルペー
パー 

  4,000  0 3,500  

５．未払法人税等   769  379 258  

６．ポイントカード引
当金 

  521  598 565  

７．賞与引当金   995  986 959  

８．設備関係等支払手
形 

  362  588 516  

９．その他   8,731  8,929 8,866  

流動負債合計    81,351 34.1 70,703 30.5  75,498 32.1

Ⅱ 固定負債       

１．社債   8,180  8,020 8,100  

２．長期借入金 ※２ 36,717  41,166 39,044  

３．退職給付引当金   965  1,264 1,122  

４．役員退職慰労引当
金 

  759  216 792  

５．債務保証損失引当
金 

  91  91 91  

６．預り保証金   6,827  7,018 6,687  

７．長期未払金   2,598  2,458 2,528  

固定負債合計    56,138 23.5 60,234 26.0  58,366 24.8

負債合計    137,490 57.6 130,937 56.5  133,864 56.9

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    39,066 16.4 39,066 16.9  39,066 16.6

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   31,069  31,069 31,069  

２．その他資本剰余金   15,979  15,974 15,976  

資本剰余金合計    47,049 19.7 47,043 20.3  47,045 20.0

Ⅲ 利益剰余金       

１．任意積立金   5,117  5,050 5,117  

２．中間（当期）未処
分利益 

  10,397  9,559 10,513  

利益剰余金合計    15,514 6.5 14,609 6.3  15,630 6.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   785 0.3 791 0.3  731 0.3

Ⅴ 自己株式    △1,036 △0.4 △717 △0.3  △924 △0.4

資本合計    101,378 42.4 100,794 43.5  101,549 43.1

負債資本合計    238,869 100.0 231,732 100.0  235,413 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※1,2  157,665 100.0 157,384 100.0  318,055 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  117,602 74.6 117,885 74.9  238,530 75.0

売上総利益 ※１  40,062 25.4 39,498 25.1  79,524 25.0

Ⅲ 営業収入    4,237 2.7 4,589 2.9  8,526 2.7

営業総利益    44,300 28.1 44,088 28.0  88,051 27.7

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

   42,189 26.8 41,832 26.6  84,472 26.6

営業利益    2,111 1.3 2,256 1.4  3,578 1.1

Ⅴ 営業外収益 ※３  569 0.4 513 0.3  873 0.3

Ⅵ 営業外費用 ※４  750 0.5 719 0.4  1,476 0.5

経常利益    1,930 1.2 2,051 1.3  2,976 0.9

Ⅶ 特別利益 ※５  － － 7,730 4.9  787 0.2

Ⅷ 特別損失 ※６  428 0.3 10,147 6.4  1,032 0.3

税引前中間(当期)
純利益又は中間純
損失（△） 

   1,501 1.0 △366 △0.2  2,731 0.9

法人税、住民税及
び事業税 

※７ 591  142 80  

法人税等調整額   － 591 0.4 － 142 0.1 1,114 1,194 0.4

中間(当期)純利益
又は中間純損失
（△） 

   909 0.6 △508 △0.3  1,536 0.5

前期繰越利益    9,487 10,067  9,487 

中間配当額    － －  511 

中間(当期)未処分
利益 

   10,397 9,559  10,513 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同 左 同 左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  当中間決算日前１ヶ月間

の市場価格等の平均に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

同 左 決算日前１ヶ月間の市場

価格等の平均に基づく時

価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同 左 同 左 

  (2) デリバティブ (2) デリバティブ (2）デリバティブ 

   時価法 同 左 同 左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  商品 商品 商品 

   売価還元法による原価法 同 左 同 左 

  商品不動産   商品不動産 

   個別法による原価法 ───── 同 左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価

法 

同 左 同 左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）

は定額法、建物以外は定率法を

採用しております。 

 なお、主な資産の耐用年数は

以下のとおりであります。 

 建物（建物附属設備を除く）

は定額法、建物以外は定率法を

採用しております。 

 なお、主な資産の耐用年数は

以下のとおりであります。 

同 左 

  建物      ３年～39年 建物      34年～39年   

  構築物     ３年～60年     

  機械装置    ５年～17年     

  器具及び備品  ３年～20年     

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

同 左 同 左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  均等額償却 同 左 同 左 

  (4）少額減価償却資産 (4）少額減価償却資産 (4）少額減価償却資産 

   取得額が10万円以上20万未満

の資産については、３年均等償

却をおこなっております。 

同 左 同 左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込み

額を計上しております。 

同 左 同 左 

  賞与引当金 賞与引当金 賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に備えるた

め、当中間会計期間に対応する額

を計上しております。 

同 左  従業員の賞与の支払に備えるた

め、当期に対応する額を計上して

おります。 

  退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込み額に

基づき、当中間会計期間末に発生

していると認められる額を計上し

ております。 

同 左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込み額に基づき

計上しております。数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

  役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。なお、

同引当金は商法施行規則第43条に

規定する引当金であります。 

同 左  役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。なお、同引

当金は商法施行規則第43条に規定

する引当金であります。 

  債務保証損失引当金 債務保証損失引当金 債務保証損失引当金 

   子会社に対する債務保証に関し

て生じる損失に備えるもので、相

手先の財政状態等を勘案して個別

的に設定した損失見積額を計上し

ております。なお、同引当金は商

法施行規則第43条に規定する引当

金であります。 

同 左  子会社に対する債務保証に関し

て生じる損失に備えるもので、相

手先の財政状態等を勘案して個別

的に設定した損失見積額を計上し

ております。なお、同引当金は商

法施行規則第43条に規定する引当

金であります。 

  ポイントカード引当金 ポイントカード引当金 ポイントカード引当金 

   ポイントカード制度に基づき、

顧客へ付与したポイントの利用に

備えるため、当中間会計期間にお

いて将来利用されると見込まれる

額を計上しております。 

同 左  ポイントカード制度に基づき、

顧客へ付与したポイントの利用に

備えるため、当期末において将来

利用されると見込まれる額を計上

しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同 左 同 左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 (1）消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。仮払消費税等

と仮受消費税等を相殺処理してお

り、相殺後は流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。仮払消費

税等と仮受消費税等を相殺処理

しており、相殺後は流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

    (2）連結納税制度の適用   

     当中間会計期間から連結納税

制度を適用しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
 至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
 至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
 至 平成17年２月28日） 

────── 

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会平成14年8月9

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針6号

平成15年10月31日）が平成16年3月31日に

終了する事業年度から適用できることにな

ったことに伴い、当中間会計期間から同会

計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利益が5,883

百万円減少しております。なお、減損損失

累計額については、改正後の中間財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
 至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
 至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
 至 平成17年２月28日） 

────── 

  

  

  

  

（法人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示方法） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第9号)が平成15年3月31日公布

され、平成16年4月1日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」(平

成16年2月13日企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については販売費及び一

般管理費に計上しております。この結果、

販売費及び一般管理費が193百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前中間純

利益が同額減少しております。 

  

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

  

  次へ 

区分 
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 
当中間会計期間末

（平成17年８月31日現在） 
前事業年度末 

（平成17年２月28日現在） 

  
※１．有形固定資産減価償却

累計額 

  
  (百万円) 

  104,636 

  (百万円) 

  102,641 

  (百万円) 

  105,680 

※２．担保資産    
  

  

建物 

土地 

合計 

  
  (百万円) 

  12,416 

  12,609 

  25,025 

  (百万円) 

  9,458 

  9,213 

  18,672 

  (百万円) 

  12,105 

  12,609 

  24,715 

   銀行取引、手形債務、小切手債

務等に対する担保、並びに長期借

入金1,020百万円に対する担保に

供しております。 

 銀行取引、手形債務、小切手債

務等に対する担保、並びに長期借

入金294百万円に対する担保に供

しております。 

 銀行取引、手形債務、小切手債

務等に対する担保、並びに長期借

入金1,007百万円に対する担保に

供しております。 

 ３．偶発債務       
  

  

  

関係会社等の金融機
関からの借入金に対
する保証額 

合計 

  
(百万円) 

㈱友隣 3,075 

㈲ファウンテンフォレスト 2,400 

  5,475 

(百万円) 

㈱サン・ロジサービス 2,000 

㈲ファウンテンフォレスト 3,070 

  5,070 

(百万円) 

㈱サン・ロジサービス 2,000 

㈲ファウンテンフォレスト 2,400 

  4,400 

 ４．貸出コミットメント  当社は、資金調達の強化を図る

ため取引銀行とコミットメントラ

イン契約を締結しております。 

 これに基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は、次のとおり

であります。 

───── ───── 

  
  

  (百万円) 

貸出コミットメント極度額 

  10,000 

借入実行残高 － 

差引額 10,000 

※５．  中間貸借対照表に計上した差入

保証金のほか、債権譲渡契約に基

づく債権流動化を行っておりま

す。差入保証金譲渡残高は、

3,221百万円であります。 

 中間貸借対照表に計上した差入

保証金のほか、債権譲渡契約に基

づく債権流動化を行っておりま

す。差入保証金譲渡残高は、 

2,784百万円であります。 

 貸借対照表に計上した差入保証

金のほか、当事業年度より債権譲

渡契約に基づく債権流動化を行っ

ております。差入保証金譲渡残高

は、3,896百万円であります。 

※６．  従来、たな卸資産に計上してい

た2,290百万円は、店舗として使

用することが決定した為、当中間

会計期間において土地に振替えし

ております。 

───── 従来、たな卸資産に計上してい

た2,290百万円は、店舗として使用

することが決定した為。当期におい

て土地に振替えしております。 



（中間損益計算書関係） 

  

区分 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．売上仕入（いわゆる消

化仕入）契約に基づき販

売した商品に係るものの

金額 

 当該金額は次のように含めて表

示しております。 

 当該金額は次のように含めて表

示しております。 

 当該金額は次のように含めて表

示しております。 
  
  (百万円) 

売上高 12,860 

売上原価 11,651 

売上総利益 1,209 

  (百万円) 

売上高 12,678 

売上原価 11,492 

売上総利益 1,186 

  (百万円) 

売上高 25,766 

売上原価 23,348 

売上総利益 2,418 

※２．売上高    
  
 このうちには商品供給

高が含まれております。 

  
  (百万円) 

  4,384 

  (百万円) 

  5,189 

  (百万円) 

  9,421 

※３．営業外収益のうち重要

なもの 

      

  
  

受取利息 

受取配当金 

受取地代家賃 

  
  (百万円) 

  90 

  283 

  46 

  (百万円) 

  56 

  285 

  43 

  (百万円) 

  177 

  295 

  91 

※４．営業外費用のうち重要

なもの 

      

  
  

支払利息 

  
  (百万円) 

  675 

  (百万円) 

  620 

  (百万円) 

  1,288 

※５．特別利益のうち重要な

もの 

      

  
  

固定資産売却益 

投資有価証券売却益 

  
  (百万円) 

  － 

  － 

    

  (百万円) 

  7,507 

  189 

    

  (百万円) 

  － 

  757 

    

※６．特別損失のうち重要な

もの 

      

  

  

  

固定資産売却損 

固定資産除却損 

賃貸借契約中途解約
損 

早期退職支援加算金 

保証金流動化に伴う
債権譲渡損 

固定資産減損損失 

  

  

  (百万円) 

  209 

  158 

  － 

  － 

  － 

  － 

  (百万円) 

  2,452 

  422 

  1,220 

  － 

  － 

  5,883 

  (百万円) 

  209 

  444 

  － 

  146 

  35 

  － 



  
  

  次へ 

  

区分 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

     当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループにおいて減

損損失を計上いたしました。 

  

    
用途 種類 減損損失

店舗
小山店（栃木
県小山市） 
他３店舗 

土地
建物 

1,354
1,805 

貸与資産
岐阜県美濃加
茂市 
他５物件 

土地
建物 

2,603
121 

合計 5,883

  

     当社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として店舗を基

本単位として、また貸与資産につ

いては物件毎にグルーピングして

おります。 

 営業活動から生じる損益が継続

してマイナスである店舗における

資産グループの帳簿価格を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上いた

しました。 

 貸与物件については、時価が著

しく下落し、かつ、使用価値が帳

簿価格を下回っているため、それ

らの帳簿価格を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上いたしました。 

 なお、回収可能額のうち正味売

却価額は不動産鑑定評価基準に基

づいた不動産鑑定士からの評価額

を基準とし、使用価値については

将来キャッシュ・フローを4.5％

で割引いて算定しております。 

  

※７．「法人税、住民税及び

事業税」並びに「法人税

等調整額」の計上方法 

 当中間会計期間における税金費

用については、簡便法による税効

果会計を適用しているため、法人

税等調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示しており

ます。 

同 左 ───── 

 ８．減価償却実施額       
  

  

有形固定資産 

無形固定資産 

  
  (百万円) 

  2,357 

  325 

  (百万円) 

  2,304 

  309 

  (百万円) 

  4,821 

  628 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計相当額及び中間期末残高相当
額 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物 463 297 165

(有形固定資
産)その他 

19,058 10,326 8,731

ソフトウェア 756 363 393

合計 20,277 10,987 9,290

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物 447 338 108

(有形固定資
産)その他 

18,998 10,441 8,557

ソフトウェア 1,493 507 986

合計 20,939 11,286 9,652

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

建物 455 318 137 

(有形固定資
産)その他 

18,648 9,676 8,971 

ソフトウェア 1,059 409 649 

合計 20,163 10,404 9,758 

（注）１．取得価額相当額の算定
は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み
法によっております。 

（注）１．  同 左 （注）１．取得価額相当額の算定
は、未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によっ
ております。 

２．「（有形固定資産）その
他」のうち、主なものは
「器具及び備品」でありま
す。 

２．  同 左 ２．  同 左 

② 未経過リース料中間期末残高相
当額 

② 未経過リース料中間期末残高相
当額等 

② 未経過リース料期末残高相当額 

   未経過リース料中間期末残高相
当額 

  

  
  (百万円)
１年内 2,591
１年超 6,699

合計 9,290

  
  (百万円)
１年内 2,666
１年超 6,985

合計 9,652

  (百万円)
１年内 2,665 
１年超 7,093 

合計 9,758 

（注） 未経過リース料中間期末残
高相当額の算定は、未経過リ
ース料中間期末残高が有形固
定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利
子込み法によっております。 

（注）    同 左 （注） 未経過リース料期末残高相
当額の算定は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法によ
っております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相
当額 

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当額
及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相
当額 

  
  (百万円)
支払リース料 1,419
減価償却費相当額 1,419

  
  (百万円)
支払リース料 1,405
減価償却費相当額 1,405

  (百万円)
支払リース料 2,622 
減価償却費相当額 2,622 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

同左 同左 

────── （減損損失について） ────── 
   リース資産に配分された減損損

失はありません。 
  

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  
  (百万円)
１年内 5,976
１年超 54,056

合計 60,032

  
  (百万円)
１年内 5,557
１年超 49,083

合計 54,640

  (百万円)
１年内 5,607 
１年超 51,804 

合計 57,412 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１．当中間会計期間においては、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり中間純損失であるため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,190円18銭 1,174円22銭 1,188円92銭 

１株当たり中間（当期）純
利益又は中間純損失（△） 

10円71銭 △5円93銭 18円06銭 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

10円62銭 － 17円93銭 

  
前中間会計期間

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又
は１株当たり中間純損失金額 

   

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（百万円） 

909 △508 1,536 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － － 

（うち利益処分による役員賞与
金） 

(－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）（百万円） 

909 △508 1,536 

期中平均株式数（株） 84,956,123 85,678,685 85,118,751 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額(百万円) － － － 

普通株式増加数（株） 725,427 － 615,575 

（うち自己株式取得方式によるス
トックオプション権） 

（725,427） （－） (615,575) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

────── 

  

新株予約権１種類 

（新株予約権の数860

個） 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

────── 



(2）【その他】 

 平成17年10月5日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額    515百万円 

(ロ)１株当たりの金額           6円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成17年11月10日 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第77期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月26日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成17年３月25日関東財務局長に提出。 

当社の主要株主に異動がありましたので、証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第４号の規定に基づき、本報告書を提出するものであります。 

 平成17年11月29日関東財務局長に提出。 

当社の主要株主に異動がありましたので、証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第４号の規定に基づき、本報告書を提出するものであります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

       

イズミヤ株式会社   平成16年11月25日  

  取締役会 御中    

  監査法人 大成会計社 

  
代 表 社 員
関 与 社 員 

  公認会計士 岩 崎  和 文  印 

  
代 表 社 員
関 与 社 員 

  公認会計士 石 田  博 信  印 

  関 与 社 員   公認会計士 堀    裕 三  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ズミヤ株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年３月１

日から平成16年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、イズミヤ株式会社及び連結子会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

       

イズミヤ株式会社   平成17年11月29日  

  取締役会 御中    

  新日本監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岩 崎  和 文  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石 田  博 信  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 堀    裕 三  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ズミヤ株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月１

日から平成17年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、イズミヤ株式会社及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間

より、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

       

イズミヤ株式会社   平成16年11月25日  

  取締役会 御中    

  監査法人 大成会計社 

  
代 表 社 員
関 与 社 員 

  公認会計士 岩 崎  和 文  印 

  
代 表 社 員
関 与 社 員 

  公認会計士 石 田  博 信  印 

  関 与 社 員   公認会計士 堀    裕 三  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ズミヤ株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第77期事業年度の中間会計期間（平成16年３月１日

から平成16年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、イズミヤ株式会社の平成16年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年３

月１日から平成16年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

       

イズミヤ株式会社   平成17年11月29日  

  取締役会 御中    

  新日本監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岩 崎  和 文  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石 田  博 信  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 堀    裕 三  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ズミヤ株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第78期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１日

から平成17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、イズミヤ株式会社の平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年３

月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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